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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第24期
第２四半期
累計期間

第25期
第２四半期
累計期間

第24期
第２四半期
会計期間

第25期
第２四半期
会計期間

第24期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　９月30日

自　平成21年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　９月30日

自　平成20年
　　　７月１日
至　平成20年
　　　９月30日

自　平成21年
　　　７月１日
至　平成21年
　　　９月30日

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　３月31日

売上高 (千円) ― 529,018 ― 328,4181,405,341

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) ― △27,338 ― 10,297 △41,833

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) ― △26,081 ― 11,791 △53,961

持分法を適用した場合
の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― ― 616,020 616,020

発行済株式総数 (株) ― ― ― 7,328 7,328

純資産額 (千円) ― ― ― 1,033,2961,048,666

総資産額 (千円) ― ― ― 1,520,1701,769,102

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― 139,954.19143,104.01

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期(当
期)純損失金額（△）

(円) ― △3,559.17 ― 1,609.12△7,363.81

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― 68.0 59.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △28,707 ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― 146,870 ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― △200,000 ― ― ―

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― ― 381,060 ―

従業員数 (名) ― ― ― 19 21

(注)　１　第24期は、ファシリティパートナーズ㈱を子会社として連結の対象としておりましたため、第24期第２四

半期累計期間及び第24期第２四半期会計期間については、提出会社の経営指標を作成しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第25期第２四半期累計期間及び第24期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につい

ては、１株当たり四半期（当期）純損失のため記載しておりません。また、第25期第2四半期会計期間にお

ける潜在株式調整後1株当たり四半期純利益につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存在し
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ていないため記載しておりません。

 

（連結経営指標等）

 

回次
第24期
第２四半期
連結累計期間

第25期
第２四半期
連結累計期間

第24期
第２四半期
連結会計期間

第25期
第２四半期
連結会計期間

第24期

会計期間

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成20年
　　　９月30日

自　平成21年
　　　４月１日
至　平成21年
　　　９月30日

自　平成20年
　　　７月１日
至　平成20年
　　　９月30日

自　平成21年
　　　７月１日
至　平成21年
　　　９月30日

自　平成20年
　　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

売上高 (千円) 2,226,122 ― 1,246,909 ― 4,129,862

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △37,350 ― 16,782 ― △33,736

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) △38,530 ― 15,189 ― △218,347

純資産額 (千円) ― ― 1,224,155 ― ―

総資産額 (千円) ― ― 2,480,386 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 167,165.85 ― ―

１株当たり四半期純利
益又は四半期(当期)純
損失(△)

(円) △5,261.55 ― 2,074.20 ― △29,816.67

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 49.0 ― ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △18,775 ― ― ― 72,417

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △14,554 ― ― ― △146,499

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △44,172 ― ― ― 100,136

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 355,373 ― 462,797

従業員数 (名) ― ― 117 ― 109

(注)　１　従来、子会社であるファシリティパートナーズ㈱を連結の対象としておりましたが、平成21年３月に所有株式全部を売

却したことにより、子会社に該当しなくなりました。これに伴い、第25期第２四半期連結累計期間及び第25期第２四

半期連結会計期間については、連結経営指標等を作成しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第24期第２四半期連結累計期間及び第24期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につきまして

は、１株当たり四半期（当期）純損失のため記載しておりません。また、第24期第２四半期連結会計期間における潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、希薄化効果を有している潜在株式が存在していないため記

載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容については、重要な変更はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

 

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数(名)
19
(1)

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者は（）内に当第２四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社の業態は、生産活動を行っておりませんので、記載を省略いたします。

 

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。
 

事業部門の名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

エスコ事業 181,072 ― 290,737 ―

エスコ関連材料販売事業 55,621 ― 35,613 ―

その他事業 2,930 ― ― ―

合計 239,623 ― 326,350 ―

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　前年同四半期は提出会社単体での事業部門の実績を作成していないため、前年同四半期比は記載しておりません。

 

(3) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
 

事業部門の名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

エスコ事業 249,562 ―

エスコ関連材料販売事業 75,926 ―

その他事業 2,930 ―

合計 328,418 ―

(注) １　前年同四半期は提出会社単体での事業部門の実績を作成していないため、前年同四半期比は記載しておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりです。
 

相手先

前第２四半期会計期間 当第２四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

藤田観光株式会社 ― ― 74,800 22.8

三菱重工業株式会社 ― ― 52,560 16.0

株式会社マイスターエンジニ
アリング

― ― 43,600 13.3

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において新たに発生した事実等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事実等のリスクについて重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、四半期報告書提出日（平成21年11月13日）現在において当社が判断したも

のであります。

なお、当第１四半期会計期間から四半期財務諸表等を作成しているため、前年同四半期との比較は行っておりま

せん。

 

(1)業績の状況

当第２四半期会計期間における我が国経済は、昨年末より続いている景気の後退局面からは若干持ち直してき

ているものの、自律性に乏しく失業率が高水準にあるなど依然として厳しい状況にあります。

このような状況の中、当社としましては国策としての温暖化ガス削減を推進するエスコ事業者として、積極的に

事業を推進しており、当初想定しておりました案件のうち、平成21年9月末完工予定から平成21年12月完工予定へ

とお客様都合で変更となり、これに伴い第2四半期における売上高が当初計画を下回ったものの、当期初より重要

課題として取組む経営効率化の効果として、売上原価及び販売費及び一般管理費の圧縮は計画を上回る実績で推

移いたしました。

以上の結果、当第２四半期会計期間における売上高は328百万円、営業利益21百万円、経常利益10百万円、四半期

純利益11百万円となりました。

 

(2)財政状態の分析

①資産の部

総資産は、前事業年度末に比べ248百万円減少し、1,520百万円となりました。これは主に回収による未収入金の

減少等によるものであります。

 

②負債の部

負債は、前事業年度末に比べ233百万円減少し、486百万円となりました。これは主に短期借入金の返済に伴う減

少によるものであります。

 

③純資産の部

純資産は、前事業年度に比べ15百万円減少し、1,033百万円となりました。これは主に四半期純損失を11百万円計

上したこと等によるものであります。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、第１四半期会計期間末に比べ91百万円減

少し、381百万円となりました。
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（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果減少した資金は、90百万円となりました。これは主に売上債権の増加（130百万円）、棚卸資産の減少（55百万

円）等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果減少した資金は、１百万円となりました。これは主として有形固定資産の取得（１百万円）等によるものであり

ます。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、ありませんでした。

 

以上の結果、当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、381百万円となりました。

 

(4)事実上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた事項はありません。

 

(5)研究開発活動

当第２四半期会計期間において特記すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

該当事項はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 24,600

計 24,600

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,328 7,328
東京証券取引所
マザーズ市場

(注)１，２

計 7,328 7,328 ― ―

(注)１．株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式

　　　２．当社は単元株制度を採用しておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条の21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。

 

 
第２四半期会計期間末現在
(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個) 49

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 49

新株予約権の行使時の払込金額(円) 355,700

新株予約権の行使期間
自　平成20年12月16日
至　平成27年12月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価額　355,700
資本組入額　177,850

新株予約権の行使の条件
被付与者が取締役または従業員の地位を失った場合に
は新株引受権を喪失する。被付与者が死亡した場合に
は新株引受権を喪失する。

新株予約権の譲渡に関する事項
被付与者が新株予約権を第三者へ譲渡または質入等の
処分をすることはできない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

 

(注)１　当社が株式の分割または株式の併合を行う場合、未行使の新株予約権の目的たる株式数は、次の算式により調整されま

す。調整により生じる1株未満の端数は切り捨てます。
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調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

２　当社が、株式の分割または併合を行う場合、行使価額は次の算式により調整されます。調整の結果生じる1円未満の端数は

切り上げるものとします。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
1

分割(または併合)の比率

また、当社が時価を下回る価額で新株式の発行または移転(新株予約権の行使による場合を除く。)を行う場合は、次の算

式により調整されるものとし、調整により生じる1円未満の端数は切り上げるものとします。

 

調整後

払込金額
＝

調整前

払込金額
×

既発行

株式数
＋

新規発行株式数 × 1株あたり払込金額

新規発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年７月30日(注) ― 7,328 ― 616,020△164,299423,200

(注)　平成21年６月24日の当社定時株主総会決議により、会社法448条第１項の規定に基づき資本準備金を減少しその他資本剰

余金に振替え、更に同振替額の全額を会社法452条の規定に基づき繰越利益剰余金に振替えております。

 

(5) 【大株主の状況】

  平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

中村　健治 渋谷区 3,020 41.21

サン・クロレラ販売株式会社 京都市下京区烏丸通五条下る大坂町369 390 5.32

株式会社サン・クロレラ 京都市下京区烏丸通五条下る大坂町369 263 3.58

西出　佳世子 中野区 154 2.10

中村　浩子 渋谷区 150 2.04

日本生命保険相互会社
千代田区丸の内１丁目6-6 日本生命証券管
理部内

125 1.70

加藤　温子 町田市 118 1.61

有限会社プラサムジャパン 港区虎ノ門４丁目3-1 70 0.95

橋本　倶男 品川区 60 0.81

株式会社中山興産 京都市北区西賀茂榿ノ木町36番地 60 0.81

計 ― 4,410 60.18

(注)　発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、表示単位の端数を四捨五入して表示しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　7,328 7,328
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 7,328 ― ―

総株主の議決権 ― 7,328 ―

 

② 【自己株式等】

  平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

 

 

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成21年
４月

 
５月

 
６月

 
７月

 
８月

 
９月

最高(円) 269,000239,000235,000200,000190,000178,000

最低(円) 145,000147,200190,000163,000162,100161,400

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成21

年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。

 

３　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成20年７月１日から

平成20年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、また、当第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び当第

２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係る四半期財務諸表について、アーク監査法

人により四半期レビューを受けております。

 

４　四半期財務諸表について

従来、子会社であるファシリティパートナーズ㈱を連結の対象としておりましたが、平成21年３月に所有株式全

部を売却したことにより、子会社に該当しなくなりました。これに伴い当社は第１四半期会計期間より、非連結財

務諸表作成会社となっております。

従いまして、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期財務諸表につきましては作成しておりませんの

で、記載を省略しております。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 381,060 462,797

受取手形及び売掛金 484,310 429,966

原材料 276,984 286,503

未成事業支出金 7,293 23,850

その他 57,273 408,573

貸倒引当金 △5,720 △5,690

流動資産合計 1,201,201 1,606,002

固定資産

有形固定資産 ※１, ※２
 83,867

※１, ※２
 42,738

無形固定資産 5,747 2,546

投資その他の資産

投資有価証券 177,339 66,604

その他 128,365 127,560

貸倒引当金 △76,350 △76,350

投資その他の資産合計 229,354 117,814

固定資産合計 318,968 163,100

資産合計 1,520,170 1,769,102

負債の部

流動負債

買掛金 32,017 30,891

短期借入金 300,000 500,000

未払金 74,849 83,432

未払法人税等 1,996 2,497

メンテナンス費用引当金 5,357 7,359

その他 11,330 32,313

流動負債合計 425,551 656,494

固定負債

長期未払金 52,597 63,749

その他 8,725 191

固定負債合計 61,322 63,940

負債合計 486,873 720,435
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 616,020 616,020

資本剰余金 423,200 587,500

利益剰余金 △26,081 △164,299

株主資本合計 1,013,138 1,039,220

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 12,445 2

評価・換算差額等合計 12,445 2

新株予約権 7,712 9,444

純資産合計 1,033,296 1,048,666

負債純資産合計 1,520,170 1,769,102
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(2)【四半期損益計算書】
【当第２四半期累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 529,018

売上原価 333,708

売上総利益 195,309

販売費及び一般管理費 ※
 207,215

営業損失（△） △11,905

営業外収益

受取利息 46

受取手数料 1,158

受取保険金 620

受取家賃 542

その他 63

営業外収益合計 2,431

営業外費用

支払利息 5,523

為替差損 10,941

その他 1,399

営業外費用合計 17,864

経常損失（△） △27,338

特別利益

新株予約権戻入益 1,731

特別利益合計 1,731

税引前四半期純損失（△） △25,606

法人税、住民税及び事業税 475

法人税等合計 475

四半期純損失（△） △26,081
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【前第２四半期連結累計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 2,226,122

売上原価 1,713,102

売上総利益 513,019

販売費及び一般管理費 ※１
 553,044

営業損失（△） △40,024

営業外収益

為替差益 6,605

その他 3,878

営業外収益合計 10,483

営業外費用

支払利息 7,441

その他 367

営業外費用合計 7,809

経常損失（△） △37,350

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,181

特別利益合計 1,181

税金等調整前四半期純損失（△） △36,169

法人税、住民税及び事業税 2,360

法人税等調整額 －

法人税等合計 2,360

四半期純損失（△） △38,530
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【当第２四半期会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 328,418

売上原価 205,959

売上総利益 122,459

販売費及び一般管理費 ※
 101,068

営業利益 21,390

営業外収益

受取利息 46

受取手数料 579

受取家賃 271

その他 53

営業外収益合計 950

営業外費用

支払利息 2,635

為替差損 8,573

その他 834

営業外費用合計 12,043

経常利益 10,297

特別利益

新株予約権戻入益 1,731

特別利益合計 1,731

税引前四半期純利益 12,029

法人税、住民税及び事業税 237

法人税等合計 237

四半期純利益 11,791
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【前第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 1,246,909

売上原価 940,603

売上総利益 306,305

販売費及び一般管理費 ※１
 282,501

営業利益 23,804

営業外収益

受取利息 122

その他 1,857

営業外収益合計 1,979

営業外費用

支払利息 3,691

為替差損 5,122

その他 188

営業外費用合計 9,001

経常利益 16,782

税金等調整前四半期純利益 16,782

法人税、住民税及び事業税 1,593

法人税等調整額 －

法人税等合計 1,593

四半期純利益 15,189
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
【当第２四半期累計期間】

（単位：千円)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △25,606

減価償却費 8,019

貸倒引当金の増減額（△は減少） 30

メンテナンス費用引当金の増減額（△は減少） △2,002

受取利息 △46

支払利息 5,523

為替差損益（△は益） △99

新株予約権戻入益 △1,731

売上債権の増減額（△は増加） △54,079

たな卸資産の増減額（△は増加） 26,076

仕入債務の増減額（△は減少） △5,646

その他の資産の増減額（△は増加） 61,358

長期未払金の増減額（△は減少） △11,151

その他の負債の増減額（△は減少） △12,577

未払消費税等の増減額（△は減少） △10,516

小計 △22,450

利息の受取額 46

利息の支払額 △5,353

法人税等の支払額 △950

営業活動によるキャッシュ・フロー △28,707

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △89,757

有形固定資産の取得による支出 △48,550

無形固定資産の取得による支出 △3,798

投融資の回収による収入 290,000

その他の支出 △1,522

その他の収入 500

投資活動によるキャッシュ・フロー 146,870

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △200,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △200,000

現金及び現金同等物に係る換算差額 99

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △81,737

現金及び現金同等物の期首残高 462,797

現金及び現金同等物の四半期末残高 381,060
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【前第２四半期連結累計期間】
（単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △36,169

減価償却費 11,463

のれん償却額 15,230

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,181

メンテナンス費用引当金の増減額（△は減少） 3,718

その他の引当金の増減額（△は減少） △910

受取利息 △154

支払利息 7,441

株式報酬費用 2,370

売上債権の増減額（△は増加） 96,733

たな卸資産の増減額（△は増加） 37,002

仕入債務の増減額（△は減少） △127,496

その他の資産の増減額（△は増加） △8,685

長期未払金の増減額（△は減少） △3,713

その他の負債の増減額（△は減少） △14,606

未払消費税等の増減額（△は減少） 7,329

未収消費税等の増減額（△は増加） 8,281

小計 △3,346

利息の受取額 157

利息の支払額 △6,857

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △8,729

営業活動によるキャッシュ・フロー △18,775

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △4,382

投資有価証券の取得による支出 △11,817

貸付金の回収による収入 559

その他の支出 △1,144

その他の収入 2,230

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,554

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △44,172

財務活動によるキャッシュ・フロー △44,172

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △77,501

現金及び現金同等物の期首残高 432,875

現金及び現金同等物の四半期末残高 355,373
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

 

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 当第2四半期累計期間

（自 平成21年４月１日  至 平成21年９月30日）

会計処理基準に関する事項等の変更

 

 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基

準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」(企

業会計基準第15号 平成19年12月27日)及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号 平成19年

12月27日)を第１四半期会計期間より適用し、第１四半期会計期

間に着手した工事契約から、工期のごく短いもの等については工

事完成基準を適用し、その他の工事で当第２四半期会計期間末ま

での進捗部分について成果の確実性が認められる工事について

は工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を適用し

ております。なお、これによる損益に与える影響はありません。

 

【簡便な会計処理】

 

 当第２四半期累計期間

（自 平成21年４月１日  至 平成21年９月30日）

棚卸資産の評価方法 当第２四半期会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸

を省略し、前事業年度末に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により算定する方法を採用しております。また、棚卸資産の簿価切下

げに関して収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額

を見積り、簿価切下げを行う方法を採用しております。

固定資産の減価償却費の算定方法 減価償却の方法として定率法を採用している資産については、事業

年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によってお

ります。

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法

法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控

除項目を重要なものに限定する方法によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に

経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス

・プランニングを利用する方法によっております。

 

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

 

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産に係る国庫補助金による圧縮記帳累

計額は、機械及び装置980千円であります。

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額は、84,403千円であ

ります。

 

　３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行㈱三菱東京UFJ銀行と当座貸越契約を締結してお

ります。

　　当第2四半期会計期間末における当座貸越契約に係る

借入未実行残高等は次のとおりであります。

　　　　　当座貸越極度額　　　300,000千円

　　　　　借入実行残高　　　　300,000千円

　　　　　差引額　　　　　　　　　 －千円

　

４　偶発債務

　　  当社は一取引先のエスコ事業のリース取引について

保証を行っており、その債務残高は29,280千円であ

ります。

 

 

 

 

 

 

 

 

※１　有形固定資産に係る国庫補助金による圧縮記帳累

計額は、機械及び装置980千円であります。

　

※２有形固定資産の減価償却累計額は、76,982千円であ

ります。

 

３　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行㈱三菱東京UFJ銀行及びりそな銀行㈱と当座貸越

契約を締結しております。

当事業年度末における当座貸越契約に係る借入未

実行残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額　　600,000千円

借入実行残高　　　500,000千円

差引額　　　　    100,000千円　

 
４　偶発債務
当社は一取引先のエスコ事業のリース取引につい

て保証を行っており、その債務残高は33,672千円で
あります。また、ファシリティパートナーズ㈱の運転
資金の効率的な運用を行うため、ファシリティパー
トナーズ㈱が㈱りそな銀行（当座貸越限度額200百
万円）と締結いたしました当座貸越契約及び㈱横浜
銀行と締結しております金銭消費貸借契約に対し、
債務保証を行っており、当事業年度末におけるファ
シリティパートナーズ㈱の借入実行額は16,656千円
であります。
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(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

 

当第２四半期累計期間
(自　平成21年4月1日
至　平成21年9月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

　　　従業員給料及び手当　　　69,804千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　30千円

 

第２四半期会計期間

 

当第２四半期会計期間
(自　平成21年7月1日
至　平成21年9月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

　　　従業員給料及び手当　　　34,209千円

　　　貸倒引当金繰入額　　　　 　390千円
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月1日
至　平成21年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年９月30日現在)

現金及び預金 381,060千円

　　　計 381,060千円

現金及び現金同等物 381,060千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月

30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
会計期間末

普通株式(株) 7,328

 

 

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

 

３　新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権　　　　　　　7,712千円

 
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
 
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当四

半期会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

 

次へ
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(有価証券関係)

当第２四半期会計期間末(平成21年９月30日)

時価のあるその他有価証券が、会社の事業の運営に重要なものとなっており、かつ、当該有価証券の四半期

貸借対照表計上額に、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

 

その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価（千円）
四半期貸借対照表

計上額（千円）
差額（千円）

(1) 株式 250 327 77

(2) その他 89,757 110,662 20,904

計 90,007 110,989 20,981

 

 

(デリバティブ取引関係)

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

 

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

権利不行使による失効により利益として計上した金額

新株予約権戻入益　　　　　1,731千円

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額
 

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 139,954.19円１株当たり純資産額 143,104.01円

 

２　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

 

当第２四半期累計期間
(自　平成21年4月1日
至　平成21年9月30日)

１株当たり四半期純損失金額 3,559.17円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、1株当たり四半期純損失のた

め記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は以下の通りであります。
 

項目
当第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(千円) 26,081

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純損失(千円) 26,081

普通株式の期中平均株式数(株) 7,328

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―
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第２四半期会計期間

 

当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1,609.12円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しないため記

載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。
 

項目
当第２四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 11,791

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 11,791

普通株式の期中平均株式数(株) 7,328

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年11月14日

株式会社省電舎

取締役会　御中

アーク監査法人

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　赤荻　　隆　　印

 

指定社員
業務執行社員

 公認会計士　　上田　正樹　　印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社省電舎の平成20

年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日ま

で）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半

期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四

半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財

務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社省電舎及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって

終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報　

継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前連結会計年度において重要な当期純損失を計上し、当第２四半期連

結累計期間においても重要な営業損失を計上しており、継続企業に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営

者の対応等は継続企業の前提に関する注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していない。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以　　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 
平成21年11月13日

株式会社省電舎

取締役会　御中

 

ア ー ク 監 査 法 人

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 赤荻　　隆　印

指 定 社 員

業務執行社員
公認会計士 上田　正樹　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社省電

舎の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第25期事業年度の第２四半期会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸

表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社省電舎の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって

終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間のキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

 

 

 

 

 

（注）1.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化されたものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管している。

2.四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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